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島根観光共同企業体設立準備協議会は、松江市を主体に雲南市、海士町、西ノ島町、
知夫村、隠岐の島町の2市3町1村に関わる民間企業等（地元7社、県外4社）で構成した
任意団体です。

今年3月に募集が始まった観光庁の「第2のふるさとづくりプロジェクト事業」に【「しまね版SDGs
の旅」から始まる何度も島根に通う旅、帰る旅の実現】の事業名で申請し翌4月に全国で19か所
の中の1地区として採択されました。

第2のふるさとづくりプロジェクト事業は、観光庁の直轄事業で地域のプレーヤーと共に
本質の観光地形成（稼ぐ地域づくり）を図るための序章となる事業です。

地域全体で域内生産額を向上するなどにより持続可能な地域社会を作るためには、まず
「住民と共に地域を愛するファンを創る（ロイヤリティの向上を図る）」ことが肝要です。そのための
方法が第2のふるさとづくりプロジェクト事業であり、具体的には、観光を切り口に交流人口を
増やすための仕組みを構築し、それを地域のコアバリュー（来訪きっかけ）の提供により関係人口
に変え、地域を常に愛する方 を々作り、いずれは地域の人口を増やしていく地方創生事業です。
当該事業を通じて私たちは、地域のプレーヤーが交流人口を増やすための仕組みづくり事
業に取り組みやすくするための中間支援組織の設立や地域のコアバリューの付加価値を
高めるための伴走型支援を行っていきたいと思っています。

また、今後のインバウンドの本格再開を見据え、地域に永く引き継がれた地域資源の価値を、
世界から固有の価値として高く評価されるまで改めて磨き上げ、未来の世代に残せる持続可
能なものとするなど、更なる高付加価値化に向けた取組も主導していきたいと考えております。

そしてそのような付加価値の向上やそれを端緒とした深い交流を通じ、島根が、世界から愛され、
住まう方 に々誇りと未来を感じていただけるような持続可能な地域づくりを進めていきたいと
考えています。

このシンポジウムは、観光を切り口にこれからの日本、これからの島根はどのようにあるべきか、
また、どのような取組や仕組みが前述のような持続可能な地域・観光地づくりに繋がるのかを、
皆様と共に考え、心ひとつにして取り組んでいくきっかけといたします。
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宮城県生まれ
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